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○ 引当金・準備金制度に関する事項について、次の改正が行われました。 

改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

⑴ 海外投資等損失準備

金（措法55①、68の43①） 

○ 適用期限が令和４年３月31日まで２年延長されました。 ― 

⑵ 金属鉱業等鉱害防止

準備金（旧措法55の２、

68の44、旧措令39の73、

旧措規21の４、22の47、

改正法附則87、101①、改

正措令附則44、改正措規

附則16、19） 

○ 本制度は、廃止されました。 令２．３．31を含む事業

年度終了の日において

金属鉱業等鉱害防止準

備金の金額を有する法

人等について、所要の

経過措置（同日以前に

使用が開始された特定

施設について、令２.

４.１から令９.３.31

までの間に開始する各

事業年度において、廃

止前の準備金積立率

（80％）に対して１年

ごとに８分の１ずつ縮

小した率による積立

て）が講じられていま

す。 

 

⑶ 特定災害防止準備金

（措法56①、68の46①、改

正法附則78、101②） 

 

 

 

 

 

（措法56①、68の46①） 

 

○ 準備金積立率が次のとおり引き下げられました。 
 

令２.３.31以前 

開始事業年度 
令２.４.１以後 

開始事業年度 

100％ 60％ 

 
 
 
○ 適用期限が令和４年３月31日まで２年延長されました。 

 

令２.４.１以後に開始

する事業年度分の法人

税について適用され、

同日前に開始した事業

年度分の法人税につい

ては、従来どおり適用

されます。 

 

― 

⑷ 特定原子力施設炉心

等除去準備金（措法57の

４の２①、68の54の２

①） 

 

○ 適用期限が令和５年３月31日まで３年延長されました。 ― 

⑸ 農業経営基盤強化準

備金（措法61の２①、68

の64①） 

○ 適用期限が令和３年３月31日まで１年延長されました。 
 

― 

 

Ⅱ 引当金・準備金制度に関する改正 


